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研究成果の概要（和文）：本研究の仮説は「災害という特殊状況は新たなネットワークの形成を促し、外部の多
様な知識を探索・結合させることで中小企業のイノベーションを促進する」であった。事業承継に関するアンケ
ート調査から異業種や首都圏で仕事をしていた人物の入社により、事業改善や製品開発の傾向が強まる可能性が
一定程度明らかになった。
更に、クラウドファンディングの研究から、連続してクラウドファンディングを行うことにより、コミュニティ
を形成しソーシャルキャピタルによって、クラウドファンディングを経営戦略に取り入れている事例の分析も行
った。

研究成果の概要（英文）：The hypothesis of this study was that "the special circumstances of a 
disaster promote the formation of new networks, which in turn promote innovation in SMEs by allowing
 them to explore and combine diverse outside knowledge. A questionnaire survey on business 
succession revealed a certain degree of possibility that the entry of a person who had worked in a 
different industry or in the metropolitan area would strengthen the tendency toward business 
improvement and product development.Furthermore, from the research on crowdfunding, we analyzed 
cases in which crowdfunding was incorporated into business strategies through the formation of 
communities and social capital by means of successive crowdfunding.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は災害大国である我が国において、災害後の外部人材とのネットワークを構築することが、被災企業の復
旧・復興に大きな意味を持つ可能性が示唆された。元旦において発生した能登の地震のように、地域産業が大き
な被害を受けている現状においては、外部（特に首都圏）等との関係性の構築は大きな意味を持つと考えられ
る。
更に、クラウドファンディングの実施も、単に資金を集めるだけではなく、マーケティングへのっ理由を通じて
戦略的な意味を持たせることが示唆された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
災害と起業の増加に関する研究を踏まえて、申請者はその増加要因について研究を継続して

きた。今回の研究はそのネットワークや支援構造を分析することで、研究を動態的に拡張しよう
とするものであった。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は「災害によるネットワークの変化が、中小企業のイノベーションにどのような

影響を与えるか」を解明する。災害が人の移動や大手企業の支援等を被災中小企業にもたらし、
そのネットワークの大きな変化が災害後のイノベーションの発生要因の一つと考えられる。だ
が、既存研究は個々の企業の復旧の事例研究に留まり、ネットワークの生成や変化等の動態性と
イノベーションとの関係は十分に明らかになっていない。大災害は人の移動を活発化させ、ネッ
トワークを動態的に把握し観察することを可能にする。本研究は中小企業、支援機関等へのイン
タビュー・アンケートから、ネットワークの変化がイノベーションに与えた影響を明らかにする。
対象は七十七銀行ビジネス大賞、復興ビジネスコンテスト大賞等の受賞企業を想定する。本研究
は、イノベーション研究だけではなく、今後に発生が想定される巨大災害からの復旧・復興に重
要な視点を提示する。 
 
３．研究の方法 
（1）被災地の起業家、支援団体、中小企業、行政などへのインタビューやアンケート調査を行
い、ネットワークについてクラウドファンディングの支援等も利用して分析する 
 
（2）災害発生後 10 数年を経て生き残っている企業について、起業後の製品開発や新事業への
チャレンジがどのように行われたのか、そこに外部の人材はどのように関係したのかをインタ
ビュー等から明らかにする 
 

（3）既存中小企業が災害の後に取り組んだ製品開発・新事業について、インタビュー調査とア

ンケートを行い、分析を行う 

 

４．研究成果 
（1）震災後の起業家の中にはクラウドファンディングを行っている起業家もある。これらの分
析を通じて、我が国のクラウドファンディングの成功事例では、バスタブ型と呼ばれる初期と最
終期に急激に支援者が集まる形状を示していることが確認できた。 
また、クラウドファンディングを、特に複数回行っている企業家は、単にクラウドファンディ

ングで製品開発の資金を得るためだけではなく、これを複数回実施することによって中核的な
ファン層を形成し、更に、そのファン層がコミュニティを結成している事例を明らかにした。こ
の結果は、今後、コミュニティ内のソーシャルキャピタルを詳しく分析することで、企業のマー
ケティングと事業戦略・製品開発戦略にクラウドファンディングを取り込んでいくことが示唆
される結果となった。 
 
（2）被災三県の調査では、起業とともに津波等でダメージを受けた既存の中小企業が新たな事
業として、例えば委託事業から自社製品のブランド構築といった事例を通じて新製品開発に取
り組む工程を観察できた。特に、中小企業の中には、大手の OEM を受託し、こちらも大手に製品
開発の意見を積極的に発言することで大手企業の売り上げ増に貢献しながら、自社の独自開発
力を用いて新製品・実験的な製品開発に力を入れるという、一種の両利きの経営を実践している
事例も観察することができた。 
また、仙台市のスタートアップ支援部門と連携して、震災で誕生した企業に連続してインタビ

ューを行い、震災後 10 年を経過した時点で、事業継続のためにどのようなイノベーションを行
い、それをどのように普及させてきたのかを明らかにした。 
様々な企業が 10 年を迎えるにあたり、特に震災後の起業家の多くは初期には目の前にある資

源をブリコラージュとして利用するといったエフェクチュエーション的な試行錯誤モデルとな
っている。同時に、10 年を経過していく中で生き残っている企業は、外部人材とのネットワー
クを生かしながら、事業を継続しつつ常に革新性を維持しながら新たな事業展開や市場開拓を
行っていることが明らかとなった。 
 
（3）インタビュー調査では、災害後のソーシャルスタートアップのイグジットについて、考え
方を整理した。従来はソーシャルスタートアップではイグジットの概念は未だ整理されていな
かった。更に、災害後にイノベーションを連続して行っている企業に関して、特に両利きの経営



をどのように柔軟に実施しているのかについて分析した。  
また、事業承継に関するアンケート調査やインタビュー調査から、震災後に事業を中止しよう

とする考え方、事業承継に関してどのようなバックグランドを持つのか、震災を契機として事業
承継や類似の状況が発生して、新たな事業を進める事例を分析した結果、一定程度ではあるが、
震災後に構築したネットワークや事業承継を受けた人物が外部での経験があるか否かが重要な
役割を果たしていることが示唆された。  
更に、災害後 10 年以上を経過したスタートアップ企業が大手企業等とどのような関係性を持

つのかについて、事業を大手企業への事業売却という通常のスタートアップのイグジットと同
様の事例が発生していることも明らかとなった。 
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